
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ．研究目的 
平成30年度（2018年度）から、職域における健康診
断の機会を利用してHIV感染症/エイズ及び梅毒
（以下、エイズ等）の同時検査を実施することで検
査の利用機会拡大とエイズ等の早期発見・早期治
療を促進するモデル事業が開始された。本研究班
はこのモデル事業の実施主体として、また、その効
果の検証を行うために設置された。我々は先行研
究において本モデル事業を実施する愛知県から業
務を委託され、平成7年に発出された「職場におけ
るエイズ問題に関するガイドライン」（以下ガイド
ライン）を遵守して、平成30年度以降、最大で5業
種9企業の健診等の機会にエイズ等の検査機会提
供を行ってきた。モデル事業は終了となったが、平
成31年度（令和元年度）から令和4年度の期間、研
究として３企業でエイズ等検査機会提供が継続さ
れている。 
現在のガイドライン下では、全体で検査機会提供
が可能な事業所は主に外資系の一部企業に限られ
ることが実態である。先行研究の知見も併せて検
討すると、職域でエイズ等検査機会を提供するた
めには、職域健診の機会等に個別に任意の施設で
オプション検査としてエイズ等検査を選択できる
仕組みを構築する方が現実的である。また、健診セ
ンターでのエイズ等検査機会提供経験の蓄積は、
産業医や健診医の疾病理解を促進し、職域におけ
るHIVと共に生きる人々の療養環境改善に寄与す
ると期待される。 
平成31年3月に「保健所における HIV 検査の実施
について」の通知が発出され、保健所でのエイズ等
検査の外部委託等が積極的に考慮・実施し得る状 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
況となった。健診センターも外部委託先の候補の
一つである。実際に京都市では、平日・夜間・休日
全てのエイズ等検査が健診施設に委託されている。
しかしながら、健診センターがエイズ等検査を受
託する事例はごく限られている。 
ガイドラインは、HIVと共に生きる人々を、職域に
おけるエイズに対する差別偏見から被る不利益か
ら守ってきた。その一方で、ガイドラインが「職域
ではHIVの課題は扱ってはいけない」と“読まれた”
結果、職域にはエイズ等の検査機会やHIVに関する
情報が提供されてこなかった。加えて、先行研究で
は、労使双方の健康情報の秘密保持が適切に行わ
れていないという認識と、ガイドライン中の格段
の配慮が必要な疾病との記載が、HIV感染症/AIDS
を「職域では特に扱うべきでない課題」にしている
ことを明らかにした。その結果、職域では、古い事
実や知見に基づくHIVと共に生きる人々に対する
差別偏見が解消されないままとなっている。 
本研究では、同じ事業所で継続してエイズ等検査
機会を提供した場合の効果等の検証を行う。また、
健診センターでオプション検査としてエイズ等検
査を提供する場合の課題を検討する。さらに、新型
コロナウイルス感染拡大に伴い自己検査キット提
供先等として重要な役割を果たしている薬局でエ
イズ等検査機会の提供を試みる。また、職域で行わ
れているエイズ等検査に対するガイドラインの問
題点を検証する。 
 
Ｂ．研究方法 
研究協力企業での継続的なエイズ等検査機会提供
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研究要旨 
職域で HIV 感染症/AIDS 及び梅毒の検査機会の提供を試みた。参画企業の担当者によって

広報及び知識普及啓発を行った。個人端末からの web 申し込みによる郵送検査キットの利

用により利用者に不利益なく検査機会を提供することが可能であった。また、健診センタ

ーにおいても、郵送検査キットを利用してオプション検査として検査機会を提供すること

が可能であることが示された。労使双方に健康情報の取扱に不安不信が大きく、現在、プラ

イバシー確保に格段の配慮を求められるHIV検査を広く職域で実施することは困難な状況

であることも示されたが、現在、策定が進められている健康取扱規程が各企業で整えられ、

労使及び産業保健従事者で HIV 感染症/AIDS が他の疾病と同等に扱われるようになれば、

HIV 感染症/AIDS の正しい知識の普及啓発及び検査機会提供の場として職域が重要な領域

になり得ると考えられる。 
 



による従業員の受検動向の調査 
名古屋医療センターが主体となりガイドラインを
遵守して行う。対象は原則としてモデル事業で研
究協力が得られた企業の正規従業員とする。研究
参加企業は雇用保障、プライバシー管理及び健康
支援のポリシーを保証する。企業が主体となって
エイズ等の疾病知識の普及啓発の取組みを行う。
啓発時に用いる資材は研究班が作成し提供し、啓
発は企業の担当者が行う。エイズ等検査機会は郵
送検査キットによって提供する。郵送検査キット
は、企業のサーバーを介さず個人端末から専用web
ページにアクセスして入手する。継続的な検査機
会提供の受検行動や疾病理解に対する効果を調査
する。 
健診センターにおけるオプション検査としての実
施 
福岡県内の健診機関Aで健診業務に医師、看護師、
保健師、検査技師、医療事務を対象に郵送検査キッ
トを用いた健診サービスを提供し、当該サービス
が滞りなく提供できるか実証的に確認する。検査
は、郵送検査キットを用いる。研究協力機関の職員
会議室に仮設の受付、記入スペース、採血スペース、
回収スペースを設け、以下の手順で実施する。研究
対象者は事前配布したHIV検査希望の用紙を受付
に提出→受付で郵送検査キットと検査申込書を受
領後記入用スペースで検査申込書に必要事項を記
入→採血スペースに移動してランセット針を用い
た指先での採血を行い、ろ紙に塗布→採血後のろ
紙と検査申込書を袋に入れた後に回収スペースに
ある回収ボックスに提出しアンケート用紙と検査
申込書の控えを受領→後日委託会社が提供する検
査結果の閲覧サイトにアクセスし自身の検査結果
を確認。自由記入式アンケートからは、①全体、②
手続き（申し込み、検査の流れ、導線）、③郵送検
査キット（採血の行為、器具、説明書）、④検査の
環境（部屋）、⑤検査のスタッフ（人員配置、サポ
ート）、⑥検査結果の確認、⑦その他、に関する意
見（良かった点・改善が必要な点など）を得る。そ
れぞれの意見をまとめ、郵送検査キットを用いた
健診サービスの課題を整理し、運用マニュアルを
作成する。 
薬局におけるエイズ等検査機会提供 
愛知県内の２企業のそれぞれ１店舗（ドラッグス
トア、調剤薬局）で、郵送式のエイズ等検査キット
を配布する。両店舗ともそれぞれが提供している
アプリ登録者を対象に当事業について周知する。
キット受領の申し込みは、①キット申し込み用の
電話番号に希望者が直接電話（調剤薬局）、②周辺
系列他店配布されたチラシを直接持参、によって
行う。いずれの店舗でも先着100キットを無料で配
布する。結果サイトログイン時にアンケートを実
施する。 
データ解析 

継続的にHIV検査機会を提供した企業での受検希
望者及び受検者数、受啓発効果等の解析を行う。受
検希望者及び受検者数の解析は、研究参画企業か
ら従業員に対する受検勧奨圧力が生じないように
との要望を受け、研究終了時点で参画企業全体を
対象に解析を行う。企業個別の結果は公表しない。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究班の研究活動において、患者個人のプライ
バシーの保護、人権擁護に関しては最優先される。
本研究班における臨床研究によっては、人を対象
とする医学系研究に関する倫理審査を当該施設に
おいて適宜受けてこれを実施する。職場健診にお
けるエイズ検査の実施に際しては、「職場における
エイズ問題に関するガイドライン」を遵守する。情
報の収集、解析及び公開等について、国立病院機構
名古屋医療センター臨床研究審査委員会（整理番
号：2018-039、2018-035、2018-105）及び産業医科
大学倫理委員会の承認（受付番号R4-018）を得て実
施した。 
 
Ｃ．研究結果 
職域でのエイズ等検査機会提供 
2企業で先行研究を含め2019年度から2022年度の
全期間で継続的に郵送検査キットによるエイズ等
検査機会提供を行った。2018年度、2019年度は研究
班の研究者が検査機会提供開始時に啓発イベント
を実施した。その後は、新型コロナウイルス感染拡
大の影響もあり、企業担当者が研究班の資材を利
用して検査機会提供の周知や啓発を行なった。201
8年度から2022年度までに7企業でエイズ等検査機
会提供を行い、3,530キットが取り寄せられ、1,85
7キットが使用された。2019年以降、継続して検査
機会を提供している企業A（正社員数約3,200人）の
キット取り寄せ者数（キット使用者数）は、638（4
25）→232（153）→197（125）→229（134）、企業
B（正社員数約2,800人）では411（298）→137（95）
→139（95）→68（47）であった。検査機会利用者
に不利益は生じなかった。 
健診センターでのエイズ等検査機会提供の試み 
2022年8月2日に本実証を行い、6名が参加した（有
効回答率100%）。本実証では、特に大きなトラブル
も発生せず、参加者全員が郵送キットを用いたエ
イズ等検査を実施した。参加者の属性は医師が2名、
看護師が4名だった。市販の郵送検査キットを用い
ることで、プライバシーの保護に留意したサービ
スの提供が可能であった。アンケートの結果から
検査結果の確認、医療機関の紹介、結果消去の機能
などに高い満足度が得られることがわかった。参
加者から本実証を通してエイズ等検査の受検のみ
ならず、HIVそのものについて改めて学習するよい
機会となったとの声があがった。その一方で、プラ
イバシーの保護に関して、名前でなく番号で呼び



出しを行う、パーテーションを設置する、など様々
な意見が出ており、健診センターでのエイズ等検
査の実施にあたっては追加配慮が必要であること
が明らかとなった。 
薬局におけるエイズ等検査機会提供 
2022年12月24日から2023年1月20日まで配布/検査
受付を行った。ドラッグストア、調剤薬局でそれぞ
れ6キット、9キット配布し、5キット、1キットが使
用された。 
ガイドラインの検討 
新たな分担研究者の参画を得て、産業医の視点か
ら現ガイドラインの問題点等を検討した。海外赴
任時等に旅券取得のためにHIV検査が該当従業員
に課されている現実は、現在のガイドラインを逸
脱する状況にあることが指摘された。個人情報の
管理に関する危惧が労使双方にある点については、
労働安全衛生法の改正により、2019年4月から事業
所で「健康情報取扱規程」の策定が義務づけられた
ことから、プライバシー確保に格段の配慮を要す
るが故にHIV検査機会提供を不可とするのは理由
にならないと評価された。 
 
Ｄ．考察 
研究協力企業での継続的なエイズ等検査機会提供
による従業員の受検動向の調査 
研究参画企業では知識普及の取り組みや検査機会
提供が根付いている。「よい企業」であれば現在も
問題なく職域でHIV検査機会は提供可能である。イ
ベント型の啓発を行うことは受検者数増に貢献す
る可能性があるが、広く企業で同様の試みを行う
場合は現実的ではない。新型コロナウイルス感染
の影響ではあったが結果として企業の担当者によ
る周知啓発による受検動向の変化を観察できたこ
とは有意義であった。それらの企業では、エイズ等
検査機会提供は、がん等検査啓発と同様に扱われ、
従業員が適切な情報に基づき判断して受検する環
境が整った。継続して検査機会を提供している企
業においては年々受検者数が減少しているが、受
検歴や感染リスクに基づいた受検行動の結果と推
測される。先行研究によって、自己採血に関わる問
題がキット未使用の理由であることが明らかにな
っているが、この課題は継続して検査提供を行な
っても解決はできなかった。この形態で行う場合
は20%以上の検査キットが未使用となる可能性が
ある。 
健診センターでのエイズ等検査機会提供の試み 
健診センターにおけるオプション検査として、郵
送式HIV検査キットを用いたサービスが一つの提
供モデルとなりうることが証明された。市販の郵
送式HIV検査キットを用いることで、プライバシー
の保護に留意したサービスを提供でき、アンケー
トの結果から高い満足度が得られることがわかっ
た。参加者から本実証を通してHIVそのものについ

て改めて学習するよい機会となったとの声があが
ったことから、健診センターにおけるオプション
検査の提供は労働者のHIV感染症の教育機会とし
ても寄与する可能性がある。 
その一方で、プライバシーの保護に関して、名前で
なく番号で呼び出しを行う、パーテーションを設
置する、など様々な意見が出ており、健診センター
でのHIV検査の実施にあたっては追加配慮が必要
であることが明らかとなった。そのような意見を
集約し、「健診施設における郵送キットを用いたH
IV検査マニュアル」を作成、研究班HPで公開した。
また、自己採血に関する恐怖や痛み、再採血など、
検査キットに対する不満の声が上がった。そのた
め、残血清を使用したHIV検査など、受検者の負担
の少ないHIV検査のあり方について引き続き検討
する必要があると思われた。 
薬局におけるエイズ等検査機会提供 
先行研究において、iTesting＠Aichi &NMCで有償
検査にもエイズ等検査のニーズに応えることがで
きることが明らかになった。また、新型コロナウイ
ルスのセルフテスト実施に薬局が重要な役割を果
たしている。薬局が空気・飛沫感染ではないエイズ
等検査の機会提供の場所として役割を果たすよう
になる可能性がある。今回、従業員が企業から一定
の補助を受けてセルフテストキットを購入して検
査をするという場面を想定し、薬局でのエイズ等
検査キット販売を考え、実際に試みたが、配布や販
売の広報の対象や方法には検討の余地がある。拠
点病院等は市中の薬局に勤務する薬剤師の研修等
を受け入れることで、検査機会拡充に貢献できる
と思われる。 
ガイドラインの検討 
先行研究で実施した巡回健診契約事業所（341事業
所）に対する郵送式アンケート調査では、「健康情
報取扱規程」策定義務化を知っている事業所が
35.9%、「健康情報取扱規程」を策定している事業
所は17.6%に留まっていたことが明らかになって
いる。プライバシー確保に格段の配慮を要すると
されることがHIV検査の職域等での実施が忌避さ
れる要因の一つであったが、本規定によれば、すべ
ての従業員の健康情報は同様に格段の配慮をもっ
て扱われるべきであると定められている。本規定
が適正に運用されればガイドラインを別途定める
必要がない、すなわち、職域においてHIV感染症
/AIDSもガンをはじめとする様々な健康の課題の
一つして扱われるようになるのではと思われる。 
 
E. 結論 
企業や健診センターにおける職域健診時等に一斉
のエイズ等検査機会の提供は現時点では極めて困
難であった。しかしながら、エイズ等の正しい知識
の普及啓発効果に大きな意義があり、エイズ等の
予防及びまん延の防止にも資すると思われる。職



域では知識普及・啓発を促し、従業員が健診センタ
ーで健診を受検する際にオプション検査として選
択し得る環境を整えるという方向性が現実的であ
る。エイズ等は今もなお職域において関わっては
いけない疾病と位置付けられているが、「健康情報
取扱規程」の遵守及び「職場におけるエイズ問題に
関するガイドライン」の適正な運用・改正等により、
職域で労使共にHIVに係る課題に適切に対応する
ことは可能になることが期待される。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 特になし。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 
1. 特許取得 なし 
2. 実用新案登録 なし 
3. その他 なし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


